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表紙

第17期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計
算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイト（https://pixta.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しておりま
す。

株 主 各 位

第17期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

ピクスタ株式会社
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 スナップマート株式会社

PIXTA VIETNAM CO., LTD.
② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 PIXTA ASIA PTE. LTD.
PIXTA (THAILAND) CO., LTD.

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結
計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しており
ます。

③ 議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
　　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　　該当事項はありません。
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・非連結子会社の名称 PIXTA ASIA PTE. LTD.
PIXTA (THAILAND) CO., LTD.

・持分法を適用しない理由 持分法を適用しない非連結子会社は当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても
連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除
外しております。

③ 議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としなかった会社
の状況

　　該当事項はありません。
④ 持分法適用手続に関する特記事項

　　該当事項はありません。
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連結注記表

建物  3 年～15年
工具、器具及び備品  4 年～ 6 年

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 連結の範囲の変更
　　該当事項はありません。
② 持分法の適用の範囲の変更
　　該当事項はありません。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑸　会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．関係会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
② 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

無形固定資産
　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年以内）、コンテンツ資産については利用可能期間（３年以内）に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。
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連結注記表

有形固定資産の減価償却累計額 16,464千円

３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計
年度から適用し、連結注記表に「４．会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

(1)　当年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　88,578千円

(2)　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　算出方法

　繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金が、将来の課税所得の見積額及び将来加算
一時差異の解消見込額と相殺され、税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で計上し、繰
延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得、タックス・プランニング及び将来加算一時差異の解消スケ
ジュール等に基づき判断しております。具体的には、ピクスタ株式会社の将来の事業計画を基礎とし、税
務上の繰越欠損金控除前の将来課税所得見積額に基づき、税務上の繰越欠損金控除見込年度及び控除見込
額のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。

②　主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに基づいており、そこでの重要な仮定は、主に
ピクスタ株式会社の売上高成長率になります。

③　翌年度の連結計算書類に与える影響
　重要な仮定であるピクスタ株式会社の売上高成長率は、広告市場や家族写真撮影市場の動向の影響を受
けることから見積りの不確実性が高く、売上高が変動することに伴い、課税所得の見積額が変動すること
により、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。
　また、新型コロナウイルス感染症は今後も一定期間にわたり日本経済に影響を及ぼすことが想定される
ものの、さまざまな情報を総合的に勘案した結果、当社グループへの影響は軽微であることが見込まれる
ため、当期末の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断し、繰延税金資産の計上等の会計上の見
積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多い
ことから、今後の状況次第では翌連結会計年度の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

－ 3 －
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連結注記表

普通株式 2,277,740株

普通株式 1,210株

普通株式 36,100株

６．連結損益計算書に関する注記
　　海外拠点整理損

台湾支店の閉鎖に伴う損失等であります。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

⑶　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。
⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類及び数
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８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を自己資金及び銀行借入で賄っており、余資は安全性の高い金融資産で
運用しております。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、敷金は、主に本社オフィス
の賃貸借契約によるものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内に決済または納付期限が到来するもの
であります。借入金は、主に運転資金に関わる必要な資金の調達を目的としたものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先相手ごとに期
日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており
ます。敷金についても、差入先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化の早期発見に努
め、リスク軽減を図っております。なお、連結子会社についても、同様の管理を行っております。

ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建債権債務に係る為替変動リスクについて通貨別に区分し、継続的に把握しておりま
す。なお、連結子会社についても、同様の管理を行っております。

ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、経理財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、一定の手許流動性を維持す
ることにより流動性リスクを管理しています。なお、連結子会社についても、同様の管理を行ってお
ります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 5 －
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連結貸借対照表
計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 1,501,550 1,501,550 －

⑵　売掛金 573,174

　　貸倒引当金（※）１． △186

572,987 572,987 －

⑶　敷金及び保証金 38,402 37,075 △1,326

資産計 2,112,939 2,111,612 △1,326

⑷　買掛金 427,394 427,394 －

⑸　未払金 220,737 220,737 －

⑹　長期借入金（※）２． 209,034 208,818 △215

負債計 857,165 856,949 △215

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（※）１. 売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
２. 長期借入金の連結貸借対照表計上額及び時価には、１年内返済予定長期借入金の金額が含まれており
　　ます。

（注）１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑶　敷金及び保証金
これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割
り引いた現在価値によっております。

負　債
⑷　買掛金、⑸　未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

－ 6 －
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区分 当連結会計年度
（2021年12月31日）

関係会社株式 15,300

⑴　１株当たりの純資産額 382円41銭
⑵　１株当たりの当期純利益 81円20銭

⑹　長期借入金(１年以内に返済予定のものを含む)
時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に信用スプレッドを
上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表
には含めておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

10．後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
　当社は、2022年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　株主還元および資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行するため
２．取得する株式の種類
　当社普通株式
３．取得する株式の総数
　140,000株（上限）
４．株式の取得価額の総額
　１億５千万円（上限）
５．取得期間
　2022年２月24日～2022年６月30日
６．取得の方法
　東京証券取引所における市場買付

－ 7 －
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個別注記表

建物  3 年～15年
工具、器具及び備品  4 年～ 6 年

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．関係会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

・時価のないもの 移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

無形固定資産
　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年以内）、コンテンツ資産については、利用可能期間（３年以内）に基づいております。

⑶　引当金の計上基準
　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度
から適用し、個別注記表に「４．会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

(1)　当年度の計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　88,578千円

(2)　計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①　算出方法

　繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金が、将来の課税所得の見積額及び将来加算
一時差異の解消見込額と相殺され、税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で計上し、繰
延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得、タックス・プランニング及び将来加算一時差異の解消スケ
ジュール等に基づき判断しております。具体的には、ピクスタ株式会社の将来の事業計画を基礎とし、税
務上の繰越欠損金控除前の将来課税所得見積額に基づき、税務上の繰越欠損金控除見込年度及び控除見込
額のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。

②　主要な仮定
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得の見積りに基づいており、そこでの重要な仮定は、主に
ピクスタ株式会社の売上高成長率になります。

③　翌年度の計算書類に与える影響
　重要な仮定であるピクスタ株式会社の売上高成長率は、広告市場や家族写真撮影市場の動向の影響を受
けることから見積りの不確実性が高く、売上高が変動することに伴い、課税所得の見積額が変動すること
により、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。
　また、新型コロナウイルス感染症は今後も一定期間にわたり日本経済に影響を及ぼすことが想定される
ものの、さまざまな情報を総合的に勘案した結果、当社グループへの影響は軽微であることが見込まれる
ため、当期末の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断し、繰延税金資産の計上等の会計上の見
積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多い
ことから、今後の状況次第では翌事業年度の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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個別注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 12,517千円

短期金銭債権
短期金銭債務

2,880千円
7,111千円

　営業取引
営業取引以外の取引高

117,576千円
299千円

普通株式 1,210株

５．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する短期金銭債権及び債務

６．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　海外拠点整理損
台湾支店の閉鎖に伴う損失等であります。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数
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繰延税金資産
未払事業税 3,163千円
地代家賃損金不算入額 2,554千円
資産除去債務 189千円
減価償却超過額 12,264千円
一括償却資産償却超過額 1,377千円
貸倒引当金 8,306千円
投資有価証券評価損 21,574千円
繰越欠損金 64,444千円
その他 4,715千円

繰延税金資産小計 118,591千円
評価性引当金額 △30,013千円
繰延税金資産合計 88,578千円

種類 会社等の名称
議決権等
の所有

(被所有)割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 スナップマート
株式会社

所有
直接

100%
資金の貸付

資金の貸付
（注１） 30,000

関係会社
長期貸付金
（注２）

30,000

資金の返済
（注１） 30,000

利息の受取
（注１） 299 その他

流動資産 211

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(単位:千円)

（注１）スナップマート株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
なお、担保は受け入れておりません。

（注２）スナップマート株式会社に対する貸付金に対し26,940千円の貸倒引当金を計上しております。
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⑴　１株当たりの純資産額 380円79銭
⑵　１株当たりの当期純利益 66円89銭

10．１株当たり情報に関する注記

11．後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
　当社は、2022年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　株主還元および資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行するため
２．取得する株式の種類
　当社普通株式
３．取得する株式の総数
　140,000株（上限）
４．株式の取得価額の総額
　１億５千万円（上限）
５．取得期間
　2022年２月24日～2022年６月30日
６．取得の方法
　東京証券取引所における市場買付
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